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首都直下地震への備え
-帰宅困難者・避難者への通信手段-

平成１８年１０月１２日
東日本電信電話株式会社
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１、首都直下地震(東京湾北部M7.3）のNTTの被害想定

２、緊急機関など重要通信の確保と特設公衆電話
・災害時優先電話の有効活用

・小中学校への特設公衆電話の事前設置

３、安否確認システム
・災害用伝言ダイヤル（１７１）の限界値

・安否確認ツールの認知度及び利用方法の啓発

・携帯を利用した同報メール配信（メッセージＲ）

４、その他の避難者対策 など
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１、首都直下地震の被害想定《通信設備の被災想定》

【被災規模】・・・23区内は全て震度６弱以上

被災想定東京湾北部：Ｍ７.３ のケース被災想定東京湾北部：Ｍ７.３ のケース

ｰ中央防災会議（首都直下地震対策専門調査会）よりｰ

通信設備の被災額：５０００億円
（約８割が焼失による被災）

電話故障数：11０万加入不通、

都内 １１０ビル停電

通信設備の被災想定・課題通信設備の被災想定・課題

■主な被災（交換機～お客案様宅までの通信設備）
●火災による架空ケーブルなどの焼失
●建物・樹木の倒壊・倒木による架空ケーブルの切断や電柱の折損
●液状化による管路とお客様ビルの接続部での地下ケーブル切断
■広範囲で長期間の輻輳が発生（阪神・淡路大震災では連続５日間ふくそう状態）

課 題

◆社員及び家族も被災の可能性があり、交通機関も
長時間運行停止し、社員の駆け付けが難しい
◆一般電話は長期間の輻輳が発生し殆ど利用できない
◆メール等パケット通信も遅延の危険性が高い

●本部員が駆け付けできないことを想定した
災害対策本部代替拠点の設定
●公衆網を活用しない情報共有の仕組み作り
●広域支援体制の充実
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ソフト対策と被害軽減について

○ハード対策
▽目 的
被害抑制

▽対処方法
・耐震対策、水防対策
・基幹システムの信頼性向上
・連絡手段の多様化
・代替拠点の確保
・補助電源の確保 など

○ソフト対策
▽目 的
被害軽減

▽対処方法
・安否確認
・発災初期の情報共有
・災害情報の収集、配信
・指揮、命令の代行者の明確化
・広域支援体制の充実
・要支援者対策
・防災教育の充実 など

▽ソフト対策の特徴
・整備にかかる時間や費用が
比較的少ない

▽ソフト対策の限界
・被害を物理的に抑えることは
できない
→関係機関の連携強化が必須！

▽ハード対策の特徴
・想定内の災害であれば
物理的に被害をゼロ近づける
ことができる

▽ハード対策の限界
・整備に多大な時間と費用を
必要とする
・想定外の外力には対応できない

〔被害抑止〕 〔被害軽減〕 〔防災の限界〕

〔軽被害〕 〔かなりの被害〕 〔甚大な被害〕

被 災 規 模

想定外の災害による被害を軽減させるためには、
ハード対策だけでなくソフト対策が不可欠！

被害を軽減させることで、市民・行政と連携した地域貢献・地域との共生が企業には望まれてます

発

生

確

率

大規模震災

ソフト対策
情報による防災対策

ハード対策
構造物による防災対策

自助・共助の必要性

平成14年度土木学会資料をもとに加筆
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18:00 12:00 18:000:00 6:00 12:00 18:000:00 6:00

10月23日（土） 10月24日（日） 10月25日（月）

18:00 12:00 18:000:00 6:00 12:00 18:000:00 6:00
10月23日（土） 10月24日（日） 10月25日（月）

２、緊急機関など重要通信の確保-災害発生時の通信トラヒック-

①全国から新潟県への通話

②新潟県内の通話

◆新潟県中越地震の場合◆

地震発生
１７：５６

ＴＶ報道による安否確認

会社の被害確認等

ＴＶ報道による安否確認 会社の被害確認等
●阪神・淡路大震災（H7.1.18）

ピーク：平常時の約５０倍

●三陸南地震（H15.5.26）

ピーク：平常時の約３０倍

平常時の約３.５倍平常時の約３.５倍

平常時の約５０倍平常時の約５０倍

①全国から新潟県へ通話

②新潟県内の通話
〈その他の地震災害〉

新潟県
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ＮＴＴ東日本ﾈｯﾄﾜｰｸｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀ

■全国ネットワークコントロールセンタ
・全国ＮＷ運行統制、全国ＮＷトラヒックコントロール
■ネットワークオペレーション
・東日本ＮＷ系設備監視、アクセス系ＮＷ設備監視、制御、災害対策、オンサイト支援 等
■ＩＰネットワークオペレーション
・商用ＩＰ系＆社内ＩＰ系システム設備監視、制御、構築支援 等

●

埼 玉

24時間監視・制御

東日本NWｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀ

■

西日本
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀ

●

北陸
先進ビジネス
センタ

●：全国ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾄﾛｰﾙ業務
■：ﾈｯﾄﾜｰｸｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ業務

■

□

北海道
オンサイト
サポートセンタ

東北
オンサイト
サポートセンタ

信越
オンサイト
サポートセンタ

□

□

（□：バックアップ）



7

東日本東日本

災害時優先電話の仕組み（重要通信の確保）

加入者交換機

加入者交換機 加入者交換機被災地外被災地外

優 先 一 般

優 先 一 般

中継交換機

××制制 御御

中継交換機

通過

優 先／一般（着信）

通過 通過
××制制 御御

交換機間を接続する回線

問合せ呼等の集中

被災地被災地

優先電話とは？優先電話とは？

・災害時優先電話（行政・マスコミなど）
・公衆電話
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３ 、 安 否 確 認 シ ス テ ム

伝言サーバー

・・・
・

ⅰモード*等による
伝言（安否）登録

ⅰモード*等による
伝言（安否）閲覧

各社携帯電話網 伝言サーバー

伝言サーバー

【ＮＴＴドコモの場合】
伝言容量：５千万メール（テキスト）
伝言保持：７２時間

携帯電話番号（１１桁）で登録

*iモードは、ＮＴＴドコモのサービスです

伝言サーバー

・・・
・

各社携帯電話網
伝言サーバー

伝言サーバー

【ＮＴＴドコモの場合】
伝言容量：４千万メール（テキスト）
伝言保持：７２時間

固定電話網
・・・・・・・
・

伝言蓄積装置 伝言蓄積装置

【伝言（安否）の登録】 【伝言（安否）の確認】

音 声 に よ る
伝言（安否）録音

音声による
伝言（安否）再生

固定電話番号（１０桁）で登録

（全国５０箇所）

伝言容量：最大８００万伝言
伝言保持：４８時間

災害用伝言ダイヤル

固定電話網
・・・・・・・・伝言蓄積装置 伝言蓄積装置

固定電話番号（１０桁）で登録

（全国５０箇所）
災害用伝言ダイヤル（１７１）

携帯電話番号（１１桁）で登録

携帯版災害用伝言板サービス

伝言サーバ

(web171)

テキスト
音声（ファイル貼付）
画像（ファイル貼付）

【Ａ避難所】

伝言容量：５億伝言（テキスト換算）
伝言保持：４８時間

【避難所以外】

Ｗｅｂによる
伝言（安否）確認

パソコン 等

インターネット

被災地内の固定電話番号で登録
（なお、携帯電話やＩＰ電話番号等も利用可能）

伝言サーバ

Ｗｅｂによる
伝言（安否）登録

https://www.web171.jp

伝言容量：５億伝言（テキスト換算）
伝言保持：４８時間

災害用ブロードバンド伝言板（web171）

パソコン 等

イ ン タ ー ネ ッ ト

被災地内の固定電話番号で登録
（なお、携帯電話やＩＰ電話番号等も利用可能）

(web171)
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災害用伝言ダイヤル（１７１ ）

災害用伝言
ダ イ ヤ ル
セ ン タ

被 災 地

家族や親戚・友人など

被災地外

・被災地への通話集中を回避
（全国の通信網をフル活用）

・全国約５０箇所で８００万伝言を蓄積

ふくそうで
つながりにくい

（１７１＋ガイダンス＋２）

×（全国約５０箇所）

（１７１＋ガイダンス＋１）

※ 被災地内の固定電話番号で

“録音・再生”

（１７１＋ガイダンス＋２）

（１７１＋ガイダンス＋１）
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災害用伝言ダイヤル（１７１）の構成

固定電話網

他事業者網

伝言保存用

全国４２箇所

予備機

全国５箇所

災害用伝言ダイヤル

‥

‥

‥

‥

（下１桁0～4）
V-NSP（札幌）

V-NSP（松山）
（下１桁5～9）

②接続先センタの照会
伝言登録番号の
下 1 桁 で 分 散

③伝言の登録・再生

伝言登録番号の
下 ３ 桁 で 分 散
（ １ セ ン タ あ た り
概ね２３電話番号）

処理能力：６０万伝言/h

・ロケーション分散
・負荷分散
・予備機の確保

◆信頼性向上対策◆

伝言蓄
積装置

伝言蓄
積装置

伝言蓄
積装置

伝言蓄
積装置

加入者線
交 換 機

加入者線
交 換 機

加入者線
交 換 機

加入者線
交 換 機

加入者線
交 換 機

相互接続
交 換 機

①１７１
をダイヤル

被災地内で発信音がでれば、１７１への“伝言の録音・再生”は可能。
ただし、１７１の処理能力を超えた場合は、“接続規制トーキーまたはＢＴ（ツー・ツー）”となる。
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災害用伝言ダイヤルの利用状況
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37,700

12,600
700

354,700

25,500

5,100

86,900

260

31,600

1,080

61,000

1,150

録音

再生

凡例
◆◆運用開始運用開始(H10.3)(H10.3)からから現在現在(H18.9(H18.9.30.30))までまでにに

２５回の運用２５回の運用 約１１１万件のご利用！約１１１万件のご利用！

新潟県中越地震

宮城県北部地震
宮城県沖の地震

利
用
件
数
（万
件
）

伊
豆
諸
島
近
海
地
震
（
三
宅
島
火
山
活
動
）

栃
木
県
・福
島
県
の
豪
雨
・洪
水
災
害

岩
手
県
雫
石
町
の
地
震

高
知
県
の
豪
雨
・洪
水
災
害

長
崎
県
集
中
豪
雨

東
海
村
放
射
能
漏
れ
事
故

岩
手
県
の
豪
雨
・洪
水
災
害

有
珠
山
火
山
活
動

愛
知
県
・岐
阜
県
の
集
中
豪
雨

鳥
取
県
西
部
地
震

宮
城
県
沖
の
地
震

宮
城
県
北
部
地
震

北
海
道
十
勝
沖
地
震

新
潟
・福
島
豪
雨

福
井
豪
雨

三
重
県
集
中
豪
雨

台
風
２
３
号
（
西
日
本
エ
リ
ア
）

新
潟
県
中
越
地
震

福
岡
西
方
沖
地
震

新
潟
豪
雨

宮
城
県
沖
の
地
震

広
島
県
南
東
・南
西
部
地
震

（
芸
予
地
震
）

台
風
１
４
号
（
西
日
本
エ
リ
ア
）

（
Ｈ
10.

8.

27
〜
9.

7
）

（
Ｈ
10.

9.

3
〜
9.

7
）

（
Ｈ
10.

9.

25
〜
10.

3
）

（
Ｈ
11.

7.

23
〜
7.

26
）

（
Ｈ
11.

10.

1
〜
10.

4
）

（
Ｈ
11.

10.

29
〜
11.

3
）

（
Ｈ
12.

3.

29
〜
8.

9
）

（
Ｈ
12.

6.

26
〜
2.

3
）

（
Ｈ
12.

9.

12
〜
10.

15
）

（
Ｈ
12.

10.

6
〜
11.

8
）

（
Ｈ
13.

3.

24
〜
3.

31
）

（
Ｈ
15.

5.
26
〜
6.

11
）

（
Ｈ
15.

7.

26
〜
8.

27
）

（
Ｈ
15.

9.

26
〜
10.

17
）

（
Ｈ
16.

7.

13
〜
7.

30
）

（
Ｈ
16.

7.

18
〜
7.

30
）

（
Ｈ
16.

9.

29
〜
10.

9
）

（
Ｈ
16.

10.

20
〜
11.

10
）

（
Ｈ
16.

10.

23
〜
12.

24
）

（
Ｈ
17.

3.

20
〜
4.

15
）

（
Ｈ
17.

6.

28
〜
7.

4
）

（
Ｈ
17.

8.

16
〜
8.

26
）

（
Ｈ
17.

9.

6
〜
9.

19
）

注：日付は災害用伝言ダイヤルの運用期間

梅
雨
前
線
の
影
響
に
伴
う
大
雨

（
鹿
児
島
県
）

（
Ｈ
18. 

7.

22
〜
8.

4
）

台
風
１
３
号
（
西
日
本
エ
リ
ア
）

（
Ｈ
18.

9.

17
〜
9.

28
）

450
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災害用伝言ダイヤル 被災地内からの録音状況（課題）

0%
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20%

30%

40%
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0 2 4 6 8 10 12

経過日数（日）

被
災
県
内
か
ら
の
録
音
率

宮城県では過去の地震経験から、被災県内からの録音率が高いが
新潟県中越地震では録音率が低い (県民意識の違いと想定される)

宮城県北部地震(H15年)

宮城県沖の地震(H17年)

新潟県中越地震(H16年)

高

低

住民への啓発により意識
を高めることが可能！
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◆災害用伝言ダイヤル（１７１）

◆災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１７１）

◆iモード災害用伝言板サービス

安否確認ツールの認知度向上及び利用方法の啓発

●毎月１日（１月１日除く）
●防災週間（8月30日～9月5日 ）
●防災とボランティア週間（1月15日～1月21日）

体験利用

１７１など安否確認システムの認知度向上及び利用方法の啓発が必要



14

東日本東日本

《災害時にＷｅｂを利用して安否情報を登録・確認》

１電話番号あたり 最大１０伝言、４８時間保存
テキスト（文字）の他、音声、画像の保存も可能

【伝言（安否）の確認】

【避難所】

【避難所以外】

被災地被災地
Ｗｅｂによる

伝言（安否）登録

URL：h t tps ://www.web171. jp
* ＮＴＴ東西公式ＨＰからもリンクいたします。

インターネット網

被災地内の固定電話番号で
登録
なお、携帯電話番号やＩＰ電話
番号も利用可能

Ｗｅｂによる
伝言（安否）確認

伝言サーバ
（web171）

【伝言（安否）の登録】

災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１71）

ポータブル衛星
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《 伝 言 の 登録画面 》

災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１71）
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iモード災害用伝言板サービスiモード災害用伝言板サービス

ド
コ
モ
パ
ケ
ッ
ト
網

ド
コ
モ
パ
ケ
ッ
ト
網

伝言サーバ伝言サーバ

ＮＴＴドコモ
iモードセンタ

ＮＴＴドコモ
iモードセンタ

【登 録】 【閲 覧】
※ 被災地内の携帯電話番号で

“登録・閲覧”

予め登録された最大５名に
安否情報をメールで通知！
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携帯を利用した同報メール配信（携帯を利用した同報メール配信（メッセージＲメッセージＲ））

ﾄﾞｺﾓﾏｲﾎﾞｯｸｽｻｰﾊﾞﾄﾞｺﾓﾏｲﾎﾞｯｸｽｻｰﾊﾞ

① 一般のメールとは異なる経路でドコモメールセンターに入る
→ 一般のメール集中による入口輻輳や迷惑メール規制の影響を受けません。

配
信
者
（
管
理
者
）

ド
コ
モ
パ
ケ
ッ
ト
網

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網

入口輻輳

迷惑メール規制

XXXX@docomo.ne.jp

090-XXXX-XXXX

最大最大22万宛先へ複製万宛先へ複製

配信要求配信要求 １通送信１通送信

iﾓｰﾄﾞﾒｰﾙｻｰﾊﾞiﾓｰﾄﾞﾒｰﾙｻｰﾊﾞ

ﾄﾞｺﾓﾒｰﾙｾﾝﾀﾄﾞｺﾓﾒｰﾙｾﾝﾀ

大量なメール配信大量なメール配信

③ 電話番号宛にメールを送信
→メールアドレス宛ではなく電話番号宛にメッセージ送信を行うので、利用者によるメールアドレス変更やドメイン
指定受信設定の影響を受けません。

② メールセンターでメールを複製して配信
→ １通の配信要求を送るだけで、ドコモメールセンター内にてメッセージを最大2万宛先に複製して送信するので、
配信者側のメールサーバの負荷を軽減できます。

受信者によるｱﾄﾞﾚｽ変更で不達の恐れ

ｱﾄﾞﾚｽが変更
されても届く

／
パ
ケ
ッ
ト
網
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４、その他の避難者対策－小・中学校への特設公衆電話の事前設置－

首都直下地震の発生を考慮し、予め東京都が指定する避難所の小・中学校
への特設公衆電話の事前設置の推進！

＜自治体負担＞学校構内の電柱設置費用
＜ ＮＴＴ負担 ＞特設公衆電話機の貸与、電話回線の事前敷設

平成17年度以前設置済み（４区）

【215校：1094回線】

平成１８年度設置予定（１区）
【30校：検討中】

来年度実施に向け検討中
（１１区）

今後の提案予定
（７区、多摩地区）

文京区（37校・314回線）、荒川区（32校・172回線）
台東区（36校・173回線）、足立区（110校・435回線）

目黒区（３０校予定）

大田区、港区、世田谷区、品川区、渋谷区、中央区
葛飾区、江東区、墨田区、江戸川区、千代田区

板橋区、北区、新宿区、杉並区、豊島区、中野区
練馬区、多摩地区
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外階段設置（紀伊長島ビル）

避難場所となるビル屋上

【三重県紀伊長島町】

◆紀伊長島町中州地区
→ 海抜１ｍ～２ｍ

◆地区全員が５分以内に
NTTビルへ避難可能

津波被害予想エリア内の建物選定事例

●海岸から2km以内 ●高さ12m以上 ●震度7強の耐震性能

津波対策でＮＴＴ局舎屋上を開放

自治体の費用負担でＮＴＴ局舎側面に階段を設置し屋上を開放
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防災・防犯・医療メニュー （NTTドコモ：画面イメージ）

通常時通常時

災害用伝言版
起動時

災害用伝言版
起動時

＊平成18 年10 月30 日サービス開始予定！

自治体などからの“防災情報”とリンクされています
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ご静聴ありがとう
ご ざ い ま し た


